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令和８年10月 市長定例記者会見 

2026年10月１日(木) 

午後１時30分 開始 

【広報広聴課長】 それでは、定刻となりましたので、ただいまから市長定例記者会見を

始めさせていただきます。 

 初めに、市長よりご挨拶申し上げます。 

【市長】 改めまして、皆さん、こんにちは。 

 やっと秋らしいシーズンになってきまして、敦賀市、私、本当に思うんですけど、イベ

ントが多いまちだなと思っていまして、もちろん市がやるだけじゃなくて、いろんな民間

の方がやっていただくイベントというのが多いんですけれども、ちょっと紹介をさせてい

ただきますと、10月４日日曜日に、今年も、毎年やっているやつなんですけれども、JoyJoy

敦活フェスタというのがあります。これは敦賀市とか敦賀市の周り、周辺で活躍されてい

る市民活動団体が集まって、自分たちがこういう活動をしているということを紹介してい

くようなイベントになっていますけれども、これが開催されると。 

 それから、10月18日には第45回敦賀マラソン大会が開催されるということで、これも県

内外から多くの参加者をお迎えして、特にコースとしては気比の松原とか海の近くを走っ

ていただくということで、敦賀らしいマラソン大会になるかなと思いますので、またこれ

も皆さん、ぜひ取材もしていただけたらと思います。 

 あと、10月15日の木曜日から11月１日の日曜日まで、第66回の市民文化祭が行われます。

敦賀の市民文化祭というのは、私、他市の文化祭のことはよく知らないんですけど、結構

充実している文化祭だなと思っておりますので、先ほどマラソン大会の話もしましたけれ

ども、スポーツの秋、それから芸術の秋を楽しんでいただけるようにしていきたいと思っ

ておりますので、また報道の方にも取材などで取り上げていただけるとありがたいです。 

 冒頭、私のほうからは以上です。 

【広報広聴課長】 本日は事業発表はございませんので、早速ですがフリーの質問対応に

移りたいと思います。初めに幹事社さんからお願いいたします。 

【記者】 高レベル放射性廃棄物、核のごみの最終処分地の選定に向けて、昨日、常陸大

宮市のほうが文献調査の受け入れということで市長のほうから表明がありましたけれど

も、昨日の話ですけれども、まず市長の、全原協としても国が前面に立つ形でというか、

主体的なというような働きかけというのも求めてこられたかと思うんですけれども、まず
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昨日そういった動きがあったということについての受け止めをお聞かせいただけますでし

ょうか。 

【市長】 前、小笠原村のときも申し上げたんですけれども、そういう形で申し入れを受

け入れられる、そういう自治体に対しては、それぞれのご判断というところもあるんです

けれども、私としては敬意を表したいと思っています。 

 今後は、これも小笠原村と同じことになるかと思いますけれども、それぞれの町で説明

会があったりとか、そういうふうに進んでいくと思うんですけれども、十分な協議を尽く

しながら進んでいけばいいなと思っています。 

【記者】 一部では、このまま決まってしまうんじゃないかというような、そういう地元

の方の懸念であったり、農業とか観光とかいろんな風評被害とか、そういったようなこと

を心配する意見もあるようにお聞きしますけれども、文献調査を進める上で、地元の自治

体が抱える負担は大きいかなと思うんですけれども、そのあたり、国であったり事業者で

あったり、どういったような役割を期待したいというようなお考えでしょうか。 

【市長】 全原協という立場でも、この件に関しては、手挙げのほうでも、それから特に

手挙げの時代ですよね。そのときには、それぞれの自治体、基礎自治体の負担がかなり大

きくなるということで、その負担軽減のことも含めて国の主体的な取組というのを求めて

きたという中で、国からの申し入れというやり方が取られるようになったということにつ

いては、我々これまでも申し上げてきましたけれども、評価はできると、評価はしてきた

ところなんですけれども、じゃ実際、小笠原村、それから常陸大宮市でも、その自治体の

負担というところで、どこまで軽減できているのかなというところは、私たちはしっかり

見ていかないといけないなと思っています。 

 今、この２つの申し入れを受けた自治体を見ていると、負担軽減というところで、もう

少しやはり国あるいはＮＵＭＯさんのところで考えていただくべき、取り組んでいただく

べきところがあるんじゃないかなと。 

 もともと申し入れというやり方自体を取ってくれというふうに我々は思っていたわけで

はなくて、基礎自治体の負担を軽減してほしいというところも国の主体的な取組の中で

我々が思っていたところなので、申し入れ方式をしたからいいでしょうという話ではない

なと。しっかり負担軽減につながるような取組ということをやっていってほしいなと思っ

ています。 

 例えばで言えば、地元のほうでいろんな懸念の声があったりすると思うんですけれども、
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それに対しては国あるいはＮＵＭＯさんがしっかりとした説明の場を設けるとか、そうい

った取組というのが今後必要になってくるのかなと思っています。 

【記者】 今回、市長が表明されたわけですけれども、知事と市長、村長の双方の同意が

必要だということが結構ハードルが高いというような指摘もあって、知事同意を不要にす

べきなんじゃないかというような、そういったような考えも一つあるかなと思うんですけ

れども、より最終処分に関する基本方針なんかを改めて調査を受け入れる自治体の負担を

軽減するための具体的な方策というんですかね、知事、県と市町との関係とか、そのあた

りについて、さらに全原協さんのほうから何か踏み込んで提言なりするようなお考えとい

うのは、あるのでしょうか。 

【市長】 今の話はおっしゃるとおりで、全原協も提言書の中で、知事のレイヤー、調査

の段階が進むと知事のコミットメントが出てくるので、そこは我々、提言書の中でも書い

てはいるんですよね。知事のところをしっかりと全体の話合いの中で取り組んでいかなけ

ればいけないと。知事とのやり取りというのを。 

 そこは基礎自治体と、それから都道府県ということではなくて、やっぱり国、あるいは

ＮＵＭＯさんと県というふうなところが本筋だと私も思いますので、提言書にももちろん

書いてありますけれども、そこのところをやっていただかないと、結局、基礎自治体が孤

立した形になりかねないと思いますので、知事というところ、都道府県のレイヤーのとこ

ろはしっかり押さえてほしいなというのは、これからも国のほうにも伝えていきたいなと

思っています。 

【記者】 最後にさせていただきますけど、敦賀市も長年、原子力発電に関わってきた自

治体として、さきの一般質問でも質問があったような気もしますけれども、市自ら、敦賀

市自らが文献調査に応募するというか名乗りを上げるというような、候補になるというよ

うな可能性は排除せずに議論すべきだというようなお考えでしょうか。 

【市長】 これは議会で、６月議会でも聞かれ、９月議会でも一般質問で質問はあったか

と思うんですけれども、現実的に考えたときに、県の方針というのがある中で、我々が手

を挙げる、あるいは国が今の県の方針を見ながらも、あえてこの敦賀市に申し入れをして

くるかというと、なかなか両方とも現実的じゃないのかなと思っていますということです。 

 今後、県の方針とかいうのがどうなるかは、私たちには正直分からないところではある

ので、今の段階でいうと、敦賀市が手を挙げたりとか、あるいは国からの申入れを受ける

というようなことについては、考慮してないですね。 
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【記者】 それでは次に、各社よりご質問をお受けいたします。 

【記者】 関連で、さっきおっしゃったように、県と違うことを言ってもしょうがないと

いうのはいつも市長がおっしゃられていることなのであれなんですが、現実的ではないと

おっしゃったことの意味の確認ですけれども、県が確かにこういう方針を掲げていて、な

おかつ発電のほうでは国の政策に沿うことをしているという中で、指名される可能性は確

かに現実的に低いと思うんですが、一方で、国がフラットに指名をするという形を取るの

であれば、福井県が排除されるべきではないと思うんですね。 

 これは要は住民が反対しているというのと、県が違う方針を持っているというのは同じ

ですから、そういう意味では現実的でないというのはおっしゃるとおりなんですが、排除

されるべきじゃないんじゃないかなと個人的には感じるんですが、市長はそういう意味で

おっしゃったわけじゃないということですか。 

【市長】 この件なんですけれども、何を私が思っているかというと、今、申し入れとい

うのが基礎自治体に行われますよね。その段階で、国は県に対して、都道府県に対してち

ゃんとアプローチしておくべきだと思うんですよ。でないと、基礎自治体に申し入れをし

て、その後、知事のところで知事が私は反対ですけどねみたいなことになって、さっき言

ったように基礎自治体が孤立してしまうということが起こり得るので、私、これは福井県

だけではなくて、国が申し入れという形を今後も取っていくのであれば、福井県に限らず、

ちゃんと県というレイヤーを押さえてくださいねということを申し上げたいと思ってい

て。 

 福井県に今度、置き換えて考えてみると、そこを多分押さえられてない中で我々に話が

来ても、ただただ困るだけですよと。そういうことが見えていますよねということを申し

上げているということですね。 

【記者】 先ほど市長がおっしゃったところで、国の主体性というのは別に申し入れとい

うことを意味していませんということで、前も市長がおっしゃったことがあって、それは

私も本当にそのとおりだなと思ったのが、冷静に議論ができる土壌ができてなきゃいけな

いはずでしょうというところで、新しい問題ではないので、というところはおっしゃると

おりで、そういう意味では候補地になるところだけが理解していればいいということでは

全然ないので。 

 一方で、全国でそういう講演会、シンポジウムとかをやったところで、指名されるまで

誰も興味を持たないというのが現状ではあると。メディアも訴えてはいるんですが、なか
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なかいざその段階にならないと、みんなあまり関心を持たないというところがあって。 

 その中で、どういうことができるのか。市長のお話なんかを伺っていると、要請するか

しないかは別として、少なくとも県の立場というのを各県があらかじめ明らかにするとか、

お話は聞きますよとか、一切それは駄目ですとか、そういったことを言われてから言うの

ではなくて、もともとある程度明らかにして、それが選挙の争点になるとか、そういった

こともあってもいいのかなとか思ったりはしたんですけど。 

 そういう意味で、一番大事な地ならしというところをする上で、市長、お考えがありま

したらお伺いします。 

【市長】 やり方というのは、国のほうでも真剣に考えて、真剣に考えていらっしゃいま

すけれども、考えていただければいいのかなと思うんですけれども、例えば、さっき言わ

れたように事前に意思表示をする。 

 何でじゃ知事というレイヤー層が割と受入れということに対してネガティブな反応が多

いかというと、やっぱりそれは構造的な問題が私あると思っているんですね。例えば立地

というのは、その県の中でも割と県庁所在地からちょっと離れたところにあってとか、あ

るいは候補地になるところは離れたところにあって、やっぱりいろんな県内世論というこ

とを考えたりするときには、そこに人口のマスがないと、候補地になるようなところには

ないというようなことがあって、というところもいろいろあるとすると、事前に態度を表

明するというふうにすると、割とまたネガティブな反応のほうが多くなりがちじゃないか

なと。 

 私からすると、やっぱり今回のように申し入れをするときには、ある程度地ならしをし

ておいて、それはこの町でやっていくのであれば、こういうまちづくりがあるよねとか、

それは当然そこの基礎自治体もそうだし、都道府県のレベルでもそういうことも考えた上

で、それならばぐらいの地ならしは、私は事前にあっていいんじゃないかなと思っている

んです。 

 そういう意味では、やり方というのは、今のは私の意見ですから、国のほうでもいろい

ろ考えられるとは思うんですけれども、事前に手を挙げるというのは、なかなか逆に、そ

う言われても困るよねという都道府県も出てくるんじゃないかなとは思いますね。具体的

に候補になるところで、しっかりとした議論をしていただくというのが、私はいいんじゃ

ないかなと思っています。 

【記者】 先ほどの質問の一番最初にありました文献調査、常陸大宮市が受け入れたとい
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うことに対して、敬意を表するというコメントがあったと思うんですけれども、原子力発

電のウエートというところが今後非常に大きくなっていくのかなという時代の中で、こう

いったバックエンドというか、最終処分場ができるということは非常にすごい大事なこと

なのかなと思いましたので、敬意を表するというところ、具体的にどういった最終処分場

が役割を担っていて、その中でどういった価値があるのかというところをもう少し具体的

に教えていただけるとうれしいです。 

【市長】 これも前、記者会見の場でもあったと思うんですけれども、最終処分場という

ことに関して言えば、要はバックエンド側ですよね。 

 原子力発電に関して賛成であっても反対であっても、既に使用済燃料というのは存在す

るので、何らか処理の仕方というのは決めていかなければならないと。 

 今、世界的に見て、地層処分がいいのかという話はもちろんありますけれども、地層処

分だということであって、日本の国内では場所は見つけなければいけないんですよね。な

ので国民的な議論をやっていきましょうという話をしているんですが、やっぱり実際じゃ

どうなるかというと、そこの候補地に上がってくるような、今でいうと手を挙げた場所、

それから申し入れを受けた場所というところについては、自治体は結構大変な思いをして

いるというところがあって。 

 なので私からすると、バックエンド側の施設というのは、これは必要不可欠なもので、

それを受け入れる検討をしていただける自治体には、いろんなご苦労がある中で手を挙げ

る、あるいは申し入れを受けるという決断をしていただいた自治体には、やっぱり敬意を

表するというのが、我々立地としては原子力に関わっているわけで、そういうことを申し

上げていきたいなと思っています。 

【記者】 自治体への負担軽減というところも考えていかなきゃいけないというところで、

負担というのは具体的に言うと、やっぱり世論というか自治体の中での意見というところ

が割れたりとか、合意に至るところで衝突とかがいろいろ起こるという解釈でいいのか、

どういう負担が具体的に考えられるのか教えてください。 

【市長】 もちろん今みたいなお話もあると思いますね。やっぱりいろんなお問合せもあ

ると聞いていますし、議会対応も生じてくるでしょうし、この件に関しての。 

 ということで、地域によっては、それこそ町の世論を二分するような議論もされたりと

か、いろいろあると思うので、そうしたところも含めて。 

 それが先ほども話がありましたように、協議をしっかりやっていく場を設けるとか、そ
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ういうことについては、自治体も確かに手を挙げた責任、それから受け入れた責任という

のもあるんでしょうけれども、それはさっき言った国策的な意義の中で手を挙げたり受け

入れたりしているということを考えると、そうした負担については、国あるいはＮＵＭＯ

のほうでしっかりとケアしてほしいなというのは思いとしてはありますね。 

【記者】 話題変わって、今回の市議会の一般質問にも上がりました氣比の杜整備構想に

ついてなんですけれども、特別委員会のほうで施設の延べ床というか、各フロアの必要面

積というのを示されたと思うんですけれども、見たところでは図書が置けるスペースとか、

体育館であったりとか、防災設備というところもあったんですけれども、道場、剣道場と

か柔道場とか空手場というところも同時にあったと確認しまして、文化施設というところ

で、結構ギャラリーとかでいうと、静かなところで作品を見るというところが文化的なと

ころでは重要なのかなと、大事にされる方もいらっしゃるのかなというところがありまし

て、多分構想では１階、２階というふうにはなっていましたけれども、これから練り直す

というところだと思いますが、２階に道場、剣道場、柔道場があって、防音とか大丈夫な

のかなという懸念とかがあったと思うんですけれども、そこら辺の今回出た配置レイアウ

トというところに込めた思いみたいなところを、市長の考えがありましたら教えてくださ

い。 

【市長】 私も今回の施設を考えるときに、ほかの市の施設、特に複合施設と言われるも

のですね。最近そういうものが増えているんですけれども、それを見に行ったりもしたん

ですけど、例えば図書館であっても、それからギャラリー機能があるようなところであっ

ても、例えば音楽を同時にやっていたりとか、あるいは、ざわざわしていいんだよという

ようなコンセプトの図書館であったりとか。結構やっぱり、でも反発というか、図書館は

静かなものだろうみたいな話もあるらしいんですけれども、あえてコンセプトとしてはそ

のようにしていると。そこでいろんなものがミックスすることによって生まれるものもあ

るでしょうという考え方の施設を私も幾つか見てきたんですけれども、我々も志向するの

はそっちの方向かなと今思っています。 

 とはいえ、ある程度の音の配慮だったりとか、そういうところもしつつ、今言ったミッ

クスというのを適度にやっていけたらなというのが今の思いですね。 

 どっちかというと、複合するということ、あるいはあるスペースを何かだけに使うとか

いうことじゃなくて、いろんなことに使うとか、そういうのが生まれてくるといいなと思

っています。 
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 多分いろんな意見があると思いますし、ほかの施設の話を聞いていてもいろんな意見が

ありましたということも聞いているので。 

 特に私が視察した施設の中でも、スポーツ関係と文化系が一緒になっているというとこ

ろはなかったので、文化系同士で音楽をやったりとか、そういうところとごっちゃになっ

ているというところはありましたけど、スポーツ系と一緒になってるところというのは私

の行ったところではなかったので、自分たちでしっかり考えて、あるいはプロポーザルで

やる予定をしていますので、いろんな提案も受けながらやっていけたらなと思っています。 

【記者】 その中で、アクションプログラムに盛り込まれた金ヶ崎の鉄道公園であったり

とか、今回の氣比の杜整備構想であったりというところで、ここ数年というところで、公

共施設の整備というところが非常に多くなっているのかなという印象を受ける気がしてい

るんですけれども、公共施設を建設するとなると、将来世代に整備費、修繕費であったり

とか、負担を強いることになるのかなと思っているんですけれども、そこら辺の将来を描

いていくというところでどう考えているのか教えてください。 

【市長】 これもおっしゃるとおりで、昨日もちょうど財政課の人とそういう話をしてい

たんですけれども、今の時代に合った施設を造りたいねという話もあるし、それから昔造

った施設の大規模修繕だったりとか、あるいは更新の時期も来ていますねという話があっ

て、そういうものを新設なり更新なり大規模修繕をやっていくには、まずそれを建てると

きのお金が要りますよねと。 

 その次に要るのがそれぞれの運営費。今まで既存の施設の更新とか大規模修繕だったら

運営費は特には変わらないんですけれども、新設の場合はそれに加えて運営費がプラスさ

れますよと。 

それがまた何年か単位で、今度修繕がまた入ってくる。小規模なり大規模なり入ってく

るということで、そこのランニングコストというのがトータルでかかってくるというとこ

ろまで一応見ながら、施設というのを造っていくということ、あるいは更新していくとい

うことになるよねというところは、我々としても配慮しながらやっていくということにな

りますね。 

 収支の均衡を取りながら持続的にやっていかなければいけないときに、我々は財政運営

としてどのような施設の持ち方をするのかとか、そういうところの議論というのは、まさ

に今やっているところです。やりながらこういうことを進めていくということですね。 

【記者】 その中で今回の氣比の杜というところで、道場であったら敦賀高校の横にある
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道場もあるかなと思ったりとか、図書スペースだと図書館があったりとか、粟野コミュニ

ティセンターがあるという状況で、複合という形ですけれども、似たような設備があって、

また新たにとなると、また財政というか公金の投入が進むのではないかなという考えもあ

るんですけれども、そこはどういうふうに考えているのでしょうか。 

【市長】 例えば本が置いてあるところという言い方でいうと、市立図書館と、それから

公民館があるんですけれども、各公民館にもそれなりに図書が置いてあったりするんです

よね。 

 新しくできる氣比の杜のところで本を置くという構想は、例えば敦賀のさっきの文化だ

ったりとか歴史だったりとか、そういうところの本をあそこに集めると、そういう文化的

な機能というのを果たせるのではないかということがあって置くということで、大規模な

図書館をつくるとかそういうイメージではないというところですかね。 

 どっちにしても、今からいろんな施設をつくるというところでいうと、高校のところの

武道館というのは県の施設、高校の施設ということになるので、そこがあるからこっちは

やらなくてもいいとできるかというと、ちょっとそれはやりにくいのかなと思うんですけ

れども、基本的には、これから施設更新、特に更新のタイミングとかで考えなければいけ

ないのは、複合化していって、なるべくよく似た機能は合わせ込むとか、あるいは複合化

することによって施設管理に必要な人員を減らすとか、そういうことを考えていけたらい

いなと思っています。 

 複合化することで、今言った人員の削減とかに必ずしも結びつかない場合もあるとは思

うんですけれども、一応今我々が複合施設ということをやるときに、命題として担当部署

に言っているのは、これを通じて運営管理費が少しでも削減できるような、そういうよう

なことも考えてよねということで、一応宿題としては出しているというところですね。 

【記者】 ふるさと納税のことでお伺いしたいんですけれども、越前町のほうでは越前が

にの表記の部分で、一事業者以外のところでいうと表記の部分の認識の不足というか、そ

ういったところがあったかと思いますが、敦賀市さんも、ふるさと納税、かなり県内で最

多のというところもありますし、この問題をまず改めて、敦賀市にとって、ふるさと納税

の寄附金というのはどういった財政に与えるもので、どういうものか教えていただいても

よろしいでしょうか。 

【市長】 まず敦賀市は、ふるさと納税、結構ご寄附もいただいているというところで、

ふるさと納税のこういう課題というのは、すごく慎重にこれまでも取り組んできたつもり
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なんですね。 

 その中で今回、越前町の話があって、我々もそれを見ていろんな対応というものもあっ

たんですけれども、今回あの問題が出て、もう大分日がたちますよね。 

 我々もその対応の中で、私自身もよく分かったのが、ふるさと納税の仕組みであったり

とか、あるいはＧＩの制度の話だったりとかというのをしっかり押さえながら、担当者は

もちろん押さえてやっているんですけれども、私たちもよくよく勉強してやっておかない

といけないなというのはすごく思いました。 

 という中で、例として紹介させていただきますと、報道のほうでもちょっとありました

けれども、結構この問題、いろいろポイントがあって、特に越前町の問題というのは。我々

に関わるところでもポイントの整理というのが難しかったんですけれども、例えば報道で

あったものが、他自治体におけるベニズワイガニの取扱いの話ですよね。 

 私たちもちょっと申出をさせていただいて直していただいたんですけれども、３市町が

返礼品のベニズワイガニの取扱い停止、誤解のおそれ、敦賀市は加工品の原材料確認のた

め停止と一回出てしまったんですけれども、そもそも敦賀市、ベニズワイガニを取り扱っ

てないということがありました。 

 ベニズワイガニがあって、ズワイガニって全然別物なんですよね。ズワイガニの中に越

前がにがあるというものなので、私たち、そもそもこっちのベニズワイガニは取り扱って

ないということがありますし、それから記事の中では、一番最初は、敦賀市は越前がにと

表記したカニの加工品について原材料を確認するため、ふるさと納税の返礼品としての取

扱いを停止しましたとなっていたんですけれども、この越前がにと表記したカニの加工品

というのが現在のラインナップでは敦賀市にないんですよ。そもそも。越前がにと表記し

ているものがそもそもないので、越前がにと表記したカニの加工品について原材料を確認

するためということ自体がないということで、やっぱりカニの種類があったりとか、越前

がにとはどういう定義をしているのかとかいろいろあるので、そこをしっかり押さえてい

かないといけないし、我々の情報発信としても、そういうことはしっかりやっていかなき

ゃいけないし、あと報道の方にもぜひそこら辺は慎重に報道していただきたいなと。 

 我々からすると、本当にふるさと納税というのは大事なものですし、寄附者の信頼とい

うものも失いたくないというか、そこはしっかりと確保していきたいところですので、本

当に僕らからすると報道にも一喜一憂するところもあるので、ぜひぜひ、今日もしよろし

かったら、この後、担当者が残りますので、いろんな質問も詳しいところはしていただけ
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ればなと思いますけれども、正確な把握、情報発信というのが必要かなと思っています。 

 我々とすると、本当に寄附者の信頼を損なうことがないように、適切な表示、それから

関係法令等の遵守というのが重要だと思っていて、これまでもしっかり取り組んできたつ

もりですし、これからもより一層取り組んでいきたいなと思っているというところですね。 

【記者】 昨日の放送、配信では、ご指摘をいただきまして、すみませんでした。 

 あと具体的にその対応というと、何か今どういう時系列で報道があって以降というか、

どういうことを事業者さんとかにされていたとかというものでありますでしょうか。 

【市長】 一番最初報道があったとき、我々も情報を全部つかんでいるわけではなくて、

報道ベースで知るような形だったんですけれども、一番最初は、水ガニの混入というのが

すごくクローズアップされて出てきたので、我々そもそも越前がにというのをうたったも

のは現時点でないのですけれども、甲羅盛りですよね。越前がにの甲羅盛りと言ってやっ

ていたんですけれども、甲羅盛りと称してやっているものは４件あったと。 

 その中で報道が出たので、我々本当にこういうことは敏感にやっているので、その時点

で、報道を知った時点で、この４件について一旦止めています。その上で事業者に聞き取

りをして、原材料に越前がにとうたってないんだけれども、加えて水ガニも使ってないと

いうところも確認をしています。 

 セイコガニも取扱いが１件あったんですけど、セイコガニの場合は甲羅盛りじゃなくて、

姿とよく言いますけれども、普通のカニの形をした形態であったんですけれども、これも

報道後、念のためにすぐに寄附の募集を停止して事業者に聞き取りを行っています。これ

については、聞き取りの結果ですけれども、越前がにの雌を使用しているということを確

認しているということです。 

 こういう形で、我々、あとサイトの表記だったりとかそういうところも改めて見たりも

していますし、さっき一旦停止したという話をしましたけれども、それについても事業者

の意向も確認しながら再開できるものについては再開するということですね。 

 事業者さんも風評被害につながるんじゃないかということで、もう一回それを載せてい

いのかみたいなところをちゅうちょしているようなところもあって、それは事業者さんと

の相談に今後なってくるんですけれども、我々としては今申し上げたとおり、本当に報道

があって、次の日ぐらいに文書を出していますかね。各企業さんについては文書を出して、

いろんな確認のお願いとかもしていますし、そういう意味では本当に慎重に丁寧に対応は

しているというところですし、今のところ敦賀市に関しては問題はないと認識をしている
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というところです。 

【記者】 公共施設に関する質問があったところで少し。 

 例の応援派遣のときに取材で伺わせていただいた市立敦賀病院ですけれども、拝見した

ら大体私の感覚で30年から40年ぐらいの建物かなと思ったんです。 

 少し前に新たにダビンチを入れられたりしたということで、まだこの建物でやっていか

れるということなのかなと思ったんですが、よく言われるのが公共、公的な病院は大体30

年から35年で、いわゆる式年遷宮と言われる言い方があるんですけど、建て替え移転をす

る。 

 ちょうど市立病院の斜め向かいに西コミセンを建てていらっしゃるということで、今後、

新たな移転新築の計画構想というのはおありなのか、あるいは時期はいつ頃でどの辺かと

いうのが、もしあったら教えてください。 

【市長】 式年遷宮ということなんですが、おっしゃるとおり大体30年から40年なんです

よね。幾つか棟がありますけれども。 

 私たちも調べると、早いところで40年ぐらい。平均と言ったら変ですけれども50年ぐら

いで建て替えるところが多いです。 

 いずれ、今の30年から40年、敦賀病院はそれぐらい経っているということを考えると、

いずれ大規模な修繕か、それか新たに建てるかというような話に必然的に年数が経てばな

ってくるというところで。 

 では今の段階でどういう対応をするのかというのは決めてはないですが、お金が要るこ

とだけは分かっている。皆さんご承知のように、今、公立病院のほとんど90％ぐらいが赤

字ですよね、85、6％が赤字という中で、敦賀病院の会計の中だけで、今もうあそこは会計

は別になっているので、全適の病院だから別になっているので、本当は自分たちでやって

もらうのが筋なんですけれども、状況的に敦賀病院のほうでお金をためていくというのが

できない。でも、どこかのタイミングで大きくお金が要ることも分かっているという中で、

今年度から敦賀市のほうで、病院の今後の施設をどうするかに応じての基金をつくって、

今年５億円積んだということで、準備は始めているんですよね。お金の面での。 

 ただ、まだ具体的な話までは持っていってないということです。 

【記者】 また原子力のことで。核のごみは関係ないんですけれども。 

 関西電力さんの美浜３号機、５月に配管が蒸気漏れということで手動停止をやって、ま

た先日も再稼働に向けているさなかに水滴漏れということで停止ということで、まだ原因
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等は不透明なところがありますし、高経年化が原因だと確定したわけでもありませんけれ

ども、今年12月で運転開始からたしか50年かな。 

 こういったトラブルが続くと、やっぱり長期運転に対する地元住民の方の不安感という

のも募るかなと思うんですけれども、長期運転に係る管理であったり経営のあり方だった

り、そこら辺は、国であったり事業者に対して全原協として何か求めることといいますか、

市長のお考えがありましたら教えていただけますでしょうか。 

【市長】 一般論として高経年化対策というのはしっかりやってくださいねということで

すね。これまで例えば40年とかそこら辺でやっていたのが50年、60年という話にもしなっ

てくると、それなりの対応というのが必要になってくるというところもあるんじゃないか

なと思いますので、高経年化対策はしっかりやってくださいねと。 

 今回の関西電力のことについて言うと、最初の言われたほうについては、確かに経年の

影響もあったのかなというところですよね。あそこは単純に高経年化と言っていいのかな

というのはあるんですけれども。 

 それから今度、12月のほうですね。あれは完全に施工ミスの話だと思うので、施工さえ

ちゃんとやっていたらこういう水漏れにはつながらなかったんじゃないかなと思いますか

ら、この２つの事象だけを捉まえて高経年化対策が必要でしょうと言うつもりはないんで

すけれども、一般論としては高経年化対策はしっかりやってもらわないと、新しくできた

ままの話でもないでしょうというところは思いますね。 

 これも、たしか提言書のほうでも高経年化対策は全原協で毎年、国のほうに出していま

すけれども、それについても、まとめというか提言は上げていたと思います。 

【記者】 またふるさと納税に戻して恐縮なんですけど、今回の事案といいますか、越前

町さんの事例があって、今回の事例だけを捉まえての影響というのはなかなかあれかもし

れませんが、ほかにもいろんな制度の改変とかも随時行われているので、いろんなことが

複合的に重なってくるかもしれませんけれども、今回の事案も含めて、敦賀市さん、最近

ですと80億円程度の例年寄附額があるかと思うんですけれども、今年度まだ半期終わった

ぐらいで、今から下半期という感じですけれども、寄附額というか納税額への与える影響

みたいなことについては、現時点でどのようにお考えでしょうか。 

【市長】 カニはこれから、特に冬の海産物、カニ、エビはそのイメージがあるので、結

構、敦賀市のふるさと納税の寄附が集まるのは冬が多いということがあるので、これから

ということなんですけれども、ご承知のように10月から制度が変わったということがあっ
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て、これは敦賀市だけじゃないですけれども全国的に９月に駆け込み需要があったと。そ

の駆け込み需要の時期は、さっき言った敦賀でいうと、本当は冬に敦賀はピークが来るん

だけれども、その時期じゃないところに駆け込み需要があるということは、僕らからする

とこれから冬がちょっと心配ということがありますよと。 

 これって今年はこういう形でどうなるのかなと。そして今回のカニの問題というのもあ

るので、どういう影響が出るのかなというのはすごく心配はしているんですけれども、特

に国のほうで制度というのが毎年のように変わってきているということがあって、これに

ついては今回の９月から10月の制度改正においても、本当に10億円単位で影響を受けてい

る基礎自治体というのが出てくるはずなんですよね。 

 我々のところは今回そこまで対象となるようなものはないんですけれども、対象となる

ものによっては本当に10億円単位で影響を受ける市町が出てくるということで、国のほう

に意見してもいいよということであって、申し上げられるのであれば、制度改正というの

が何かの目的があってやるのは分かるけれども、できるだけマイルドな形でやっていただ

かないと影響が大きい。 

 今回、敦賀市はそこまで、制度改正による駆け込み需要のタイミングによる影響という

のはありますけれども、物品の種類による影響というのは、返礼品の種類による影響とい

うのはあまり基本的にはない話ですが、まともに受ける可能性というのは今後出てきかね

ないので、今回その影響を大きく受ける自治体については、本当に気の毒なぐらいな気持

ちで私いるんですけれども、もうちょっとマイルドな形で制度というのを考えてほしいな

という、制度を改変するに当たっては考えてほしいなと思っていますね。 

【記者】 今のお話で、10月から、今日からですか、制度の改正に伴って、他の自治体な

んかですと返礼品の掲載を取りやめるというような事例もあるようにお聞きしていますけ

ど、今のお話で、敦賀市さんからそういう海産物を含め、そういう掲載内容を取りやめる

とか、返礼品を受付から排除するとか、そういったような対応はないということでよろし

いでしょうか。 

【市長】 敦賀市では、今回の制度改正に伴って何かを取り下げるとか、返礼品をやめま

すというのは、ないですよね。 

【記者】 結構、募集に係る経費の透明化みたいなのも求められているのかなと思うんで

すけれども、ポータルサイトの利用料であったり委託費であったり、そういった経費を今

後どのように抑えて寄附金を市民サービスに還元していくというのは、そのあたりはどう
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いったお考えでしょうか。 

【市長】 僕らもポータルサイトにお世話になっているところもあるので、なかなか言い

にくいところではあるんですけれども、そこは国のほうがポータルサイトをやっていらっ

しゃる業者さんにはいろいろ働きかけをしていただいてはいるけれども、ほぼゼロ回答に

近かったみたいな、今年も国のほうではそういうコメントを出されていますけれども。 

 必要経費というのは、それぞれ業者さんにとってはあると思うんですけれども、僕らか

らすると、あるいは寄附者、制度の趣旨ということを考えると、手数料については低けれ

ば低いほどいいというのが筋ではあると思うんですよね。 

 その中で、業者さんには自分たちのかかっているコスト分はもちろんあると思うので、

それは仕方ないにしても、そこを適正化していただいた上で、できるだけ低廉な手数料で

やっていただいて、地方創生に貢献をしていただく、業者としても貢献をしていただくと

いうのが私としては理想的な姿かなと思っています。 

【広報広聴課長】 ほかございますでしょうか。 

 それでは、以上をもちまして市長定例記者会見を終了いたします。 

 ありがとうございました。 

                                午後２時18分終了 


